
豊田市浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金交付要綱

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号）

に定めるもののほか、豊田市浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金の交付

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

（１）浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号に規定

する浄化槽をいう。 

（２）雨水貯留施設 敷地内に降った雨水を貯留する槽及び当該槽に貯留

した雨水を利用するための設備をいう。 

（３）改造工事 不用となる浄化槽を雨水貯留施設に転用するために行う

次の工事をいう。 

ア 浄化槽内部の汚泥引抜き及び清掃

イ 浄化槽内部の不用品の撤去及び仕切板の穴開け工事

ウ 雨水集水管及び排水管の取付工事 

エ ポンプ設備を設置する工事 

オ その他雨水貯留施設に転用するために必要な工事

（補助金の交付目的）

第３条 この補助金は、下水道の接続時に不用となる浄化槽を雨水貯留施

設に転用するために必要な費用の一部を補助することにより、雨水貯留

施設の設置の促進を図り、もって雨水の流出を抑制し、河川負荷を一時

的に軽減するとともに、雨水及び資源の有効利用並びに下水道への接続

の促進に資することを目的とする。 

（補助事業者） 

第４条 補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、市内に



おいて自らの負担により改造工事を行う者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助

事業者となることができない。 

（１）国、地方公共団体等 

（２）国、地方公共団体等から他の補助金等の交付を受けて改造工事を行

う者 

（３）市税を滞納している者

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）及び

同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

（５）暴力団員が役員となっている団体

（６）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体及びその団体の構成

員 

（７）その他事業管理者（以下「管理者」という。）が補助事業者として

不適当と認める者

（補助事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、

補助事業者が行う改造工事とする。

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助事業に係る工事費及び材料費とする。

（補助金の額）

第７条 補助金の額は、補助対象経費の合計額に２分の１を乗じた額とし、

６万円を限度とする。

２ 補助金の額の決定に当たっては、算出された額に千円未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てるものとする。

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）



は、補助事業に着手する前に、浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金交付

申請書（様式第１号） 

に次に掲げる書類を添えて、管理者に提出しなければならない。

（１）工事予定場所の案内図 

（２）改造工事の予定図面及び給排水設備仕様書（ポンプ等） 

（３）改造工事の見積書の写し

（４）その他管理者が必要と認める書類

２ 申請者が団体の場合は、団体調書（様式第１号の２及び様式第１号の

３）を併せて提出しなければならない。 

３ 補助事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれ

る消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による

地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金

額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申

請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額

が明らかでないものについては、この限りでない。 

（交付の決定等） 

第９条 管理者は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、

その内容を審査し、補助金の交付を適当と認めたときは、予算の範囲内

において交付の決定をし、補助金の交付を不適当と認めたときは、不交

付の決定をし、浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金交付決定通知書（様

式第２号）又は浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金不交付通知書（様式

第３号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 管理者は、補助金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、

第１項の決定に条件を付することができる。 

３ 管理者は、補助金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、



補助事業者の同意を得た上で、市税の収納状況を確認することができる。 

（計画変更等）

第１０条 補助事業者は、補助金の交付決定通知を受けた後において補助

事業の計画の変更（中止を含む。）をする場合は、直ちに浄化槽雨水貯

留施設転用事業計画変更承認申請書（様式第４号）を管理者に提出し、

承認を受けなければならない。 

２ 管理者は、前項の規定による計画変更承認申請書を受理したときは、

変更内容を審査し、第９条の規定による決定を変更することができる。

３ 管理者は、前項の規定により当該補助金の交付の変更を承認したとき

は、浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金変更決定通知書（様式第５号）

により、補助事業者に通知するものとする。 

４ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事

業の遂行が困難になった場合は、遅滞なく管理者に報告しなければなら

ない。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起算

して３０日を経過した日又は該当年度の３月２０日のいずれか早い期

日までに、浄化槽雨水貯留施設転用事業実績報告書（様式第６号）に次

に掲げる書類を添えて、管理者に提出しなければならない。

（１）改造工事の請求書及び領収書の写し

（２）改造工事の実施状況を確認できる写真 

（３）改造工事後の図面 

（４）その他管理者が必要と認める書類

２ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費

税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減

額して報告しなければならない。 

（額の確定及び交付の請求） 

第１２条 管理者は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を



審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、浄化槽

雨水貯留施設転用事業補助金交付額確定通知書（様式第７号）により、

補助事業者に通知するものとする。 

２ 前項の確定通知書を受理した補助事業者は、速やかに補助金の交付を

請求するものとする。 

（交付決定の取消し又は補助金の返還）

第１３条 管理者は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付の決定額の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付し

た補助金の全部若しくは一部を返還させるものとする。

（１）この要綱又は補助金の交付の決定をするときに付した条件若しくは

管理者の指示に違反したとき。

（２）補助金を交付の目的以外に使用したとき。

（３）補助事業を中止したとき。 

（４）補助事業に関する申請、報告、施行等について不正な行為があった

とき。 

（５) 第４条第２項第４号から第６号までのいずれかに該当することが

判明したとき。 

（６）その他管理者が補助金の運用を不適当と認めたとき。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申

告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費

税等仕入控除税額報告書（様式第８号）により速やかに管理者に報告し

なければならない。 

２ 管理者は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（雨水貯留施設の管理等）

第１５条 補助事業者は、工事完了後の雨水貯留施設に、当該施設が雨水

貯留施設であることを表示することにより、誤飲等の事故の防止を図る



とともに、適正な管理による機能維持に努めなければならない。

２ 管理者は、補助金の交付後においても、必要に応じて雨水貯留施設の

設置及び管理の状況を調査することができる。

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定

める。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附 則 

（施行期日）

１ この要綱は、令和 6 年４月１日から施行する。

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和 9 年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同

日以前にこの要綱の規定に基づき既になされた交付申請に係る補助金

の交付に関しては、同日後も、なおその効力を有する。


